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子ども・子育て新システム検討会議作業グループ第13回基本制度ワーキングチーム報告

＜「こども指針ワーキングチーム」における議論の報告について＞

　事務局より、主に総合施設（＝幼保一体化施設）の指導指針を検討してきた「こども指針ワーキングチーム」の中間とりまとめの報告が行われた。

【こども指針ワーキングチーム中間とりまとめ要旨】

①まず、家庭や地域を含むすべての子育てに関する総合的な規範となる「子ども・子育てに関する指針」を策定する。

②その上で、「こども園（仮称）」各施設の指導指針を策定する。なお、「こども園（仮称）」には当面の間、幼稚園、保育所、総合施設が併存するので、「こども園（仮称）」の指導指針にも、「幼稚園教育要領」、「保育所保育指針」、「総合施設保育要領」（後述）の３指針を併存させる。

③総合施設の指導指針として、新たに「総合施設保育要領」を策定する。この「総合施設保育要領」の内容は、「幼稚園教育要領」と「保育所保育指針」がベースとなるが、なお精査する。

　委員からは、指導指針が３分立となる点に否定的な見解が示され、将来的には一本化すべきとの意見が多くあがった。事務局からは、「法体系（学校教育法・児童福祉法）上、幼稚園教育要領と保育所保育指針の統合を短期的に実施することは困難であり、現段階では３分立させることが現実的。」との回答があったものの、今後、成案（後述）をとりまとめる段階で改めて概念整理を行うことが確認された。

＜「子ども・子育て新システム」中間とりまとめ（案）について＞

　これまでの議論を総括した「子ども・子育て新システム」の全体像に関する中間とりまとめの事務局案が提起された。

【子ども・子育て新システム中間とりまとめ（案）要旨】

①実施主体は市町村とし、都道府県と国で重層的に支援する仕組みとする。

②給付は、a)子ども手当、b)こども園給付、c)地域型保育給付（多様な保育）、d)出産育児休業給付、e)地域子育て支援事業、f)延長/病児・病後児保育事業、g)放課後児童クラブ、h)妊婦検診とし、a)～d)を権利性の強い個人給付、e)～h)を市町村が地域のニーズに応じて行う事業とする。

③学校教育と保育に関する財政措置の一体化（こども園給付の創設）と施設の一体化（総合施設の創設）を行い、幼保一体化を実現する。

④現在の分散化した国庫補助等を一体化するため、「子ども・子育て包括交付金（仮称）」を創設し、市町村に対して新システム実施に必要な費用を包括的に交付する。

⑤労使、関係団体、子育て当事者などが子育て支援施策のプロセスに参画関与できる仕組みとして、「子ども・子育て会議（仮称）」を設置する。

　同時に事務局からは、費用負担・利用者負担の在り方、国の所管の在り方、ナショナルミニマムと地方の裁量等については、引き続きの課題として法案提出に向けた成案化（後述）と平行して検討するとの説明があった。

　岡本委員は、「こども園（仮称）」の利用保障（契約方式、市町村関与）や、一般財源化された公立保育所運営交付金の国庫負担金の取り扱いに触れた上で、今回の「中間とりまとめ」は新システム実現に向けた一工程であり、今後は労働組合や関係機関と協議の上で成案化することが必要と述べ、末松・内閣府副大臣も協議を行う旨、了解した。

　なお、事業主団体代表委員からは前回に引き続き、「給付と負担が不明確なまま費用負担には応じられない。」との意見があがったが、岡本委員をはじめとした複数の委員から、企業の社会的責任の観点からも企業に一定の負担を求めることは妥当との意見があがった。

＜総括＞

　今回、本ワーキングとしての一定の中間とりまとめを議論した。今後は、今回の議論をもとに、社会保障・税の抜本改革とともに法案提出が可能となるよう成案化を進める必要があるが、成案化にあたっては、先述の通り、複数の検討課題が残されている。

　そこで、まずは事務局で成案化の作業を進め、一定程度の成案化が進んだ段階において、可及的速やかに本ワーキングを再開し、成案をベースに諸課題の再検討を行うことが確認された。
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